
人口減少・高齢化に対応する持続可能な一般廃棄物処理システムの構築に関する研究開発

第五次循環型社会形成推進基本計画では、廃棄物の適正処理の更なる推進への課題として、ごみステー
ションの運営や集団回収等の実施が困難な地域の増加、ごみ出しが困難となる高齢者の増加など、人口減
少や高齢化に伴う社会構造の変化に対応する必要性が示されており、経済社会の状況の変化に対応しつつ
も、廃棄物の適正処理を推進するためのシステム・体制・技術の構築が求められている。

研究開発の背景

人口減少・高齢化地域において、一般廃棄物処理で今後予測される課題を環境・経済・社会面から整理
したうえで、持続可能な一般廃棄物処理システムを提案すること。
提案する一般廃棄物処理システムの実現に必要な運営体制やコストを数値化・指標などで評価し、現行政
策への改善に向けた具体的な方策や普及効果を提示すること。

研究開発の成果

環境再生・資源循環局 廃棄物適正処理推進課担当課室

研究開発成果の活用方法

自治体向けガイドライン「市町村における循環型社会づくりに向けた一般廃棄物処理システムの指針」等
への反映など、今後の地域課題を見据えた持続可能な廃棄物適正処理の確保に貢献できるシステムの実現
につなげる。
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紙おむつのリサイクル促進を目指したSAP製造の検討

行政ニーズ名

（１）研究開発の背景

担当課室 環境再生・資源循環局総務課資源循環ビジネス推進室

高齢者の増加に伴い、大人用紙おむつの利用が増加傾向である。紙おむつに使用されているSAP
は、ポリアクリル酸を原料としており、その合成には石油資源が利用される。また、使用済紙お
むつは焼却処分され、CO2の発生源となっている。SAPの再生やリサイクルに取り組む企業や自治
体があるが、 SAPは複雑に作り込まれているため、水平リサイクルは容易ではない。また、洗浄
や乾燥などの多段階のプロセスを要するため高コストとならざるを得ない。本研究は、省資源で
製造できるバイオマス由来のSAPや、リサイクルに適したSAPの開発を進めることで、使用済紙お
むつのリサイクル促進に貢献するもの。

• 石油を原料にして大量に生産されている

• 使用済み紙おむつは、焼却ゴミの５％以上を占

める。

ポリアクリル酸

H2O

数100倍に膨潤

• 複雑な作り込み（多層構造化、シリカ添加）による再生の難しさ

• 大量の水を使用する洗浄や、エネルギーを要する乾燥プロセス

• 再生SAPは吸水性能が劣化するため、繰り返しの再利用は困難

SAPの再生・リサイクルの問題点

SAPのリサイクルは困難に直面している。
石油の使用を抑えたSAPや、リサイクルに適したＳＡＰの

開発が望まれている！

SAPは合成で石油を消費し、処分ではCO2を排出

■SAPの現状と問題
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従来のSAPに大きく劣らない性能を持ち、その製造とリサイクルプロセスに経済合理性が見込める
こと。また、その再生・リサイクルプロセスにおいて環境への影響（CO2排出、有害性、残留性）
が小さいこと等の技術の確立。

（２）研究開発の成果

行政ニーズ名

（３）研究開発の活用方法

リサイクルプロセスに適合したSAPや、バイオマス由来材料を用いたSAPの開発は、紙おむつリサ
イクルを促進させ、サーキュラーエコノミーの実現に資する。加えて、石油資源の消費を抑える
ことができる。そのため、経済合理性を確保した上で生産者責任を果たすことのできるSAPリサイ
クルの具体的な道筋を示すことができる。さらに、関連企業のみならず自治体にとっても紙おむ
つリサイクルのハードルが下がることが想定され、実施自治体が増えることが期待される。

担当課室

紙おむつ
製造

新規SAP 再生
処理

SAP以外の原材料

・パルプの再生
・プラスチックの再資源化
・SAPの新しい処理法

CO2排出↓

石油使用量↓

原料

■新規ＳＡＰからなる紙おむつリサイクルのイメージ

SAP製造 紙おむつのリサイクル

資源循環と経済合理性の両立
（リサイクルの全国展開へ）

環境再生・資源循環局総務課資源循環ビジネス推進室

紙おむつのリサイクル促進を目指したSAP製造の検討
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太陽光パネルのシリコン素材に関する現実可能なリサイクル技術の開発

一般的に、太陽光パネルに使用されるような純度の高いシリコンの主な供給元はウイグル地区であ
り、国際安全保障上の観点から国内資源循環体制の確立が望まれている。
一方で、太陽光パネルのリサイクル義務化が国内でも検討されている中、パネルに含まれるガラス
やアルミフレームとは異なり、シリコンについては一定のリサイクル技術があるものの、経済性が
確立されていないため焼却後、単純処分されている現状。
以上を踏まえ、本研究では、太陽光パネルに含まれるシリコンのリサイクル技術の開発を行うもの。

（１）研究開発の背景

環境再生・資源循環局総務課資源循環ビジネス推進室担当課室

シリコンは
リサイクル
されていない
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太陽光パネルのシリコン素材に関する現実可能なリサイクル技術の開発

物理的・化学的手法をはじめとした、太陽光パネルに含まれるシリコンの選別手法に関する
有効性実証や選別したシリコンの純度に応じたリサイクル用途別の研究等、太陽光パネルに
含まれるシリコンのリサイクル全般に関する研究成果。

（２）研究開発の成果

環境再生・資源循環局総務課資源循環ビジネス推進室担当課室

得られた成果を踏まえ、ケイ素全体における資源循環に係る施策の検討に活用すると共に、
太陽光パネルに含まれるシリコンの純度に応じたリサイクル体制の確保を図る。

（３）研究開発成果の活用方法

■電気パルスによる分離

銅線
銅、銀、
シリコン粒子セル

■シリコンリサイクルの実例

太陽光パネルの破片
を分離・回収

精製されたシリコン
と100%リサイクル
ウエハー

100%リサイクルシリコン製
PERC太陽光パネル

出典：Fraunhofer Institute 
for Solar Energy Systems
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ペロブスカイト太陽電池のリサイクル技術開発

これまで一般的に普及しているシリコン系太陽電池においては、リサイクル技術の開発が進め
られている一方で、今後導入が見込まれているペロブスカイト太陽電池の適正処理を前提とし
たリサイクルについては、未だ開発が進められていない状況。
今後、来るべき大量導入時代に先んじて必要なリサイクル技術を開発することで、製品の環境
配慮設計に生かすことも念頭にしつつ、資源循環体制の構築推進を目的として、本研究を行う
ものである。

（１）研究開発の背景

環境再生・資源循環局総務課資源循環ビジネス推進室担当課室

出典：「再生可能エネルギー技術白書
（第２版）（NEDO）」

出典：太陽光発電協会 ホームページ

シリコン系太陽電池

ペロブスカイト太陽電池の導入例
シリコン系太陽電池からの入れ替え
耐荷重の低い屋根等への設置
曲面、壁面、窓ガラスへの設置など

資源循環体制の構築が必要
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ペロブスカイト太陽電池のリサイクル技術開発

社会実装化が見込まれる太陽電池メーカのペロブスカイト太陽電池において、製品組成（有
用金属・有害物質等）から見込まれるリサイクルに必要な技術・情報の整理、並びに具体的
な構造に対する有効なリサイクル手法（物理的・化学的等）の実証等、ペロブスカイト太陽
電池のリサイクル全般に関する研究成果。

（２）研究開発の成果

環境再生・資源循環局総務課資源循環ビジネス推進室担当課室

得られた成果は、ペロブスカイト太陽電池のリサイクルを推進するため、循環産業における
リサイクル体制の整備の他、製造メーカーにおける易リサイクル性を求めた環境配慮設計等
関連した産業に波及することが想定。

（３）研究開発成果の活用方法

具体的な製品構造の調査・研究

リサイクルに必要な
技術・情報の整理 物理的・化学的手法 有効な

リサイクル手法

製品組成の調査・研究
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廃棄物の排出から処理の段階におけるPFASの管理方法及び処理方法の検討

研究開発の背景

環境再生・資源循環局 廃棄物規制課担当課室

左図：
「PFASに関する
今後の対応の方
向性(概要)」より
一部抜粋

○POPs条約において規制対象物質とされているPFOS・PFOA以外のPFASについても、各国・各機関において、
これらの物質に関する管理の在り方等が議論されてきている。
○PFASに対する総合的な対応策の検討等を目的とした「PFASに対する総合戦略検討専門家会議」において、
「PFASに関する今後の対応の方向性」が令和5年7月に取りまとめられたところ。（下図参考）
○推進費研究により、PFOS・PFOA含有廃棄物の分解処理や最終処分場における挙動に関する検討が実施
されてきているが、 PFOS・PFOA以外のPFASを対象とした知見及び廃棄物処理の現場での管理のあり方に
関する検討は不足している。
○PFAS含有廃棄物の適正処理にあたっては、廃棄物の排出から処理の段階におけるPFASの管理方法及び処
理方法の検討が求められており、物質の性質や廃棄物の性状に応じた処理・低減技術の開発が必要である。

3-5



廃棄物の排出から処理の段階におけるPFASの管理方法及び処理方法の検討

○PFASのうち、POPs条約で廃絶対象とされているPFHxSや規制が検討されている長鎖PFCAなど、
PFOS、PFOA以外の物質を中心に、それらを含有する廃棄物の排出から処理、処分までのマテリアル
フローを分析し、適正管理に向けた対応が必要となるプロセスを特定すること。

○PFAS含有廃棄物の性質や廃棄物の性状に応じた処理・低減技術をラボスケールの分解実験等に
より検討すること。

研究開発の成果

環境再生・資源循環局 廃棄物規制課担当課室

○研究の検討結果を活用し、環境省として対応していく物質及び廃棄物の優先順位を把握する。
○PFASを含有する廃棄物の適正管理方策をまとめたガイドライン等を検討する際に、
処理方法・環境リスクの低減方法を具体的な管理手法として掲載することが想定される。

研究開発成果の活用方法
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